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財政規模を早期に１００億円以下にするような

改革を実施しなければなりません。 

 

  国、地方とも多額の借金を抱える中では、今

後も国庫補助金や地方交付税の増額は望め

ません。また、人口減少や少子高齢化により町

税の減収が見込まれることに加え、平成２７年

度からは地方交付税も合併算定替から一本算

定に向かう（５年間で段階的に合併後の団体と

して算定）ことから、財政規模そのものを縮減

する必要があります。具体的には、普通会計で

早期に１００億円以下にするような財政改革を

実施しなければなりません。 

  改革にあたっては、人件費や物件費等経常

経費の削減に努めるとともに、投資における借

金（町債残高）の抑制と将来の行政コストの低

減を図る必要があります。また、限られた財源

を効率的に配分するため、行政と町民の役割

分担、受益者負担の適正化などの視点から改

革を進めることも重要です。 

Key point! 

ⅰ 財政改革 



 

 

  人口減少や少子高齢化、国の進める三位一体の改革な

どから、歳入は年々減少を続け平成27年度には約102億円

になり、将来的には100億円以下の水準になると予想されま

す（図－１･２）。このように歳入が年々減少するにもかかわら

ず、経費の削減に取り組まなければ、来年度には歳出が歳

入を上回り、毎年度約1億から8億円規模の赤字が発生す

ることになります（図－1）。 

∥財政改革の必要性 1 

∥財政収支の見通し 1 

  経費の削減に取り組ま
なければ、多額の赤字が
発生することになります。 

Key point!   

   ■推計の条件 
 

人件費は早期勧奨退職を行わずに、定年退職を前提 

物件費や補助費等は平成18年度の水準で推移 

投資的経費は合併特例債を上限(125.8億円)まで活用 

※財政推計の考え方については資料編を参照 

行財政改革行動指針 ∥ ⅰ 財政改革 ー 1  財政改革の必要性 
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※平成18年度までは決算数値、それ以降は推計値 

図ー1  財政改革を行わなかった場合の普通会計における歳入歳出  平成12～32年度 
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図1-2  基金残高の推移 
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  交付税が一本算定となる平成32年度以降も安定した財

政運営を行うためには、場当り的な対応ではなく、計画的な

取り組みが必要です。今後、経常収支比率や実質公債費

比率などを適正化し、弾力性のある財政構造を築いていく

ためにも、歳出総額を平成27年度には100億円以下、平成

32年度には約90億円程度まで縮減するような改革に取り

組まなければなりません（図－２）。 

∥今後の方向性 2 

  歳出総額を100億円
以下に縮減するような改
革が必要です。 

Key point!   

   ■推計の条件 
 

人件費は早期勧奨退職を完全実施 

物件費や補助費等は定率で減額 

投資的経費は合併特例債の発行を制限(104.3億円) 

※財政推計の考え方については資料編を参照 
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※平成18年度までは決算数値、それ以降は推計値 
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図ー2  財政改革を行った場合の普通会計における歳入歳出  平成12～32年度 
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  財政規模を縮減するために、町の状況を類似団体（人口

規模や産業構造の類似した全国の地方自治体）と比較し、

改革の具体的な取り組みを講じていきます（類似団体の選

定方法については資料編を参照）。 

  また、平成１８年度決算額と、平成２７年度財政規模を比較

し削減目標を表します。 

  みなかみ町（H18・H27）と、類似団体（H17）の歳入決算

数値を比較すると、図－３のようになります。町がどのような財

源に依存しているのか、財政規模がどれくらいの大きさなの

か等がわかります。 

  この図によると、町が地方交付税に大きく依存しているこ

とがわかります。他にも地方債など、依存財源の割合が高く

なっています。一方、繰入金（基金の取り崩し等）は財政調

整基金の取崩しがなかったため、極端に低い割合となって

います。 

 

∥改革に必要な取組 2 

∥歳入 1 

  類似団体と比較するこ
とで、町の財政状況を客
観的に分析し、将来の目
標値（Ｈ２７）を定めます。 

Key point!   

行財政改革行動指針 ∥ ⅰ 財政改革 ー 2  改革に必要な取組 
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■類似団体の決算数値を、みなかみ町の人口規模として想定した数値を１００％として表しています。 
■みなかみ町の特殊事情である、地方交付税の学校組合負担金と、地方債の合併振興基金積立金は控除しています。 

市町村税 

国県支出金 繰入金 

地方債 

その他 
（分担金・負担金、使用料、手数料 

財産収入、寄附金、繰越金、諸収入） 

 H18  11.0億円 144.2% 

H27  8.5億円  110.7% 

H18  11.2億円 187.6% 

H27  6.1億円  102.0% 

H18  11.6億円 137.6%    

H27  7.4億円  88.2% 
H18  1.3億円 41.9% 

H27  0.1億円  3.3% 

H18  44.2億円 155.4%   H27  33.5億円  117.8% 

200% 

地方交付税 

H18  40.6億円 326.7% 

H27  36.1億円  290.0% 

図ー3  普通会計における決算（見込）数値比較 ～歳入～ 

譲与税・交付金等 

H18  8.6億円 145.9% 

H27  6.0億円  102.7% 

0% 

100% 

H18 

H27 



 

 

  平成２７年度推計では、町税や使用料・手数料などの自

主財源が現在の8割以下となり、依存財源も、特殊要因を

除いた地方交付税が９割以下、国県支出金が７割以下にな

ると推計されます。なお、地方債は合併特例債の期間終了

に伴って減少し、繰入金は基金の取り崩しを行わないもの

として推計しています。 

  今後、地方交付税が減少することや地方債の新規発行

の抑制に伴い、依存財源が減少することから、町税や使用

料、手数料といった自主財源をどのように確保するかが改

革の重要なポイントとなってくると考えられます。 

 

 

 

 

 

Key point!   

  自主財源をどのように
確保するかが重要です。 
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1 当面、滞納整理室を存続させて滞納額の縮減や

滞納の未然防止を図るとともに、課税・徴収事務

の効率化を目指した組織・機構の運営に努める。 

 

2 安定した税収を確保するため、恵まれた自然環境

等の地域資源を活用した新産業の創出や企業誘

致に努めるなど、新たな税収を確保する。 

 

3 公共施設については、運営コストを考慮し、適正な

受益者負担により、使用料の増収を図る。 

※指定管理者導入施設で、収益性の高い観光施設（温泉施

設等）については、使用料を徴収する。 

 

4 地方交付税や国県支出金等の依存財源の減少傾

向を把握し、これらの財源を過大に見積もることの

ない財政計画や予算編成に努める。 

 

Key word! 

滞納の縮減と未然防止 

Key word! 

企業誘致による新たな税収 

求められる取組 
 町税等の自主財源を確保し、自主財源比率を

向上させる 

Key word! 

公共施設の使用料を増収 

Key word! 

依存財源の減少傾向を把握 



 

 

 歳入が年々減少し、このままでは赤字に転落してしまい

ます（図－１参照）。したがって赤字を回避するために、あらゆ

る経費の削減が必要になります。 

  ここでは、現在の状況を性質別、目的別に類似団体と比

較したうえで、削減の方向性を考察します。 

  みなかみ町（H18・Ｈ２７）と類似団体（H17）の歳出決算

数値を性質別に比較すると図－４のようになります。 

  この図によると、公債費が圧倒的に高い割合となってお

り、人件費や物件費などの経常的な経費が高い割合を示

しています。一方で投資的経費などの臨時的な経費は割

合は経常的な経費に比べ比較的低くなっています。経常的

な経費の中でも扶助費は低い割合となっていますが、今後

は、高齢化の進展にともない介護保険・老人保健特別会計

等への繰出金とともに増加傾向にあると考えられます。 

  経常的な経費は短期間で極端に削減することが難しく、

長期間で計画的に減らしていく必要があります。公債費に

∥歳出 2 

  赤字を回避するために
は歳出削減が必要です。 

Key point!   

  公債費や人件費・物件
費などが類似団体に比べ
て高くなっているため、こ
れらの経常経費を計画的
に削減しなければなりま
せん。 

Key point!   

■性質別歳出 

行財政改革行動指針 ∥ ⅰ 財政改革 ー 2  改革に必要な取組 
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図ー４  普通会計における決算（見込）数値比較 ～性質別歳出～ 

物件費 
H18  19.1億円 183.3% 

H27  15.9億円 152.8% 

扶助費 
H18  6.8億円 111.6% 

H27  6.9億円 112.8% 

補助費 
H18  12.1億円 155.1% 

H27  10.8億円 138.4% 

繰出金 

H18  13.7億円 171.4%   H27  14.2億円  176.9% 

H18  15.4億円 143.4% 

H27  6.3億円  58.7% 

人件費 H18  26.3億円 175.1%   H27  18.8億円 125.0%     

投資的経費 

その他 
（維持補修費、積立金、貸付金等） 
H18  4.6億円 158.9% 

H27  1.2億円  39.9% 

H18  23.2億円 295.6% 

H27  18.8億円  240.1% 

公債費 

200% 
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■類似団体の決算数値を、みなかみ町の人口規模として想定した数値を１００％として表しています。 
■みなかみ町の特殊事情である、学校組合負担金と、合併振興基金積立金は控除しています。 



 

 

ついては、公債費負担適正化計画（資料編参照）に基づく

運用を徹底し、縮減していかなければなりません。 

  投資的経費などの臨時的な経費については、合併特例

期間内は現在の水準を超えることなく推移させ、その後は大

幅に削減しなければなりません。   

  平成２７年度推計では、人件費は現在の約3割程度（約

7.5億円）、物件費や補助費等は現在の約2割程度（物件費

約3.2億円、補助費等約2.4億円）減少させる必要がありま

す。また、投資的経費については現在の約6割程度（約9.1

億円）縮減しなければなりません（詳細は資料編を参照）。 
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1 人件費 

 

1 一般行政職員数においては、類似団体と比較し

大幅に超過している現状にある。 

このため、早期２４０人体制の確立に向けて早期

勧奨退職の推進や新規採用の抑制を継続する。 

 

2 早期勧奨退職や新規採用の抑制によるシミュ

レーションでは、２４０人体制に到達する年度は平

成２７年度と予測される。 

したがって、早期に２４０人体制を実現するため

には事務事業の民営化による職員削減につい

ても検討する。 

 

3 職員人件費については、平成１８年度より総額で

１億円の削減を図るものとして期末手当、時間

外手当及び管理職手当を削減している。 

しかしながら、この措置は財政状況の急激な悪

化による緊急避難的な措置で、継続できるもの

ではない。 

今後は、総人件費を抑制しながらも職員の志

気向上を図るため、より職責に応じた給与制度

を導入する。 

求められる取組 
平成２７年度までに 

経常経費を1６億円1５％以上削減する  

Key word! 

早期勧奨退職の推進と新規
採用の抑制 

Key word! 

事務事業の民営化 

Key word! 

職責に応じた給与制度 



 

 

 

行財政改革行動指針 ∥ ⅰ 財政改革 ー 2  改革に必要な取組 
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Key word! 

計画的な公共施設の統廃合 

Key word! 

人的資源の有効活用 

Key word! 

委託料を査定するための仕
組みづくり 

Key word! 

発注方法の工夫による委託
料の節減 

Key word! 

指定管理施設における委託
料の節減 

2 物件費 

 

2 事務事業の執行にあたっては、安易に臨時職

員や業務委託等を継続している事例が見受け

られる。当分の間は、人的資源の有効活用を図

る観点から、柔軟な執行体制や人事異動によ

り直営化を図る。 

 

 

3 物件費の中でもコンピュータの保守管理、施

設・設備の維持管理等、多額な委託料を支

払っているものがある。これらの経費の妥当性

については、専門的な知識も必要と考えられる

ため、他の自治体等と連携して専門的な精査

ができる仕組みづくりを進める。 

 

 

4 公共施設を運営するために、清掃、夜間警備、

機械器具関係の保守点検等多額な費用を支

出している。どうしても委託しなければできな

い業務については、競争主義の徹底や発注方

法（分散から一括へ）の工夫により、経費の節

減を図る。 

 

 

5 指定管理者制度の導入により、委託料が発生

している施設については、その節減を図るた

め、管理者と設置者との役割分担を明確にし、

負担の考え方をマニュアル化すべきである。ま

た、委託料の節減が図られない場合は、指定管

理者の変更を検討する。 

 

 

1 同規模の町村合併ということもあり、福祉、教

育及び観光関連施設において類似した施設が

数多く点在している状況にある。このため、計画

的な施設の統廃合を進める。 

※行政改革編>３公共施設の統廃合で説明 
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3 扶助費 

 

1 扶助費は、社会福祉費、老人福祉費、児童措置

及び小中学校費等において、各種法令等に基づ

き被扶助者に対して支給する費用である。 

しかしながら、幼稚園就園奨励費や１３歳未満ま

での児童に対して実施している医療費の無料化

等は町の判断で実施できる施策であり、今後は

近隣市町村や県と調整しながら再検討する。 

 

4 補助費 

 

1 類似した事業目的でありながら旧町村ごとに設

置されていた団体については、統合を進めてい

くべきである。また、支出する補助金も抜本的

な見直しを実施し、運営経費は補助対象とせ

ず、取り組む事業の目的が公共の福祉に資す

るものに限って補助する。 

 

 

2 町が２分の１以上出資している、新治農村公園

公社、月夜野振興公社、水の故郷及び猿ヶ京

温泉夢未来等の第３セクターに対して、赤字補

てんを目的とした安易な財政支援は行わない

方針とし、今後の動向を見ながら統合の可能性

を検討する。 

 

 

3 土地開発公社が保有する土地の遊休化を避け

るために、有効な支援策を検討すべきである。 

当面は、住宅分譲地の完売に向けて人的支援

や観光と連携したＰＲを実施する。 

 

5 

 

1 公営事業会計に対する繰出金が多額になって

いるため、上下水道等の企業会計について、早

急に将来を見通した経営健全化計画を策定

し、繰り出し基準の範囲内にする。 

 

繰出金 

Key word! 

社会情勢を勘案しながら町
独自の施策を再検討 

Key word! 

補助金の抜本的な見直し 

Key word! 

第３セクターへの赤字補填 

Key word! 

土地開発公社が保有する土
地の遊休化を避ける 

Key word! 

経営健全化計画の策定 



 

 

平成２７年度までに 

投資的経費を9億円59％以上削減する 

 

 

 

   

求められる取組  

1 投資的経費 

 

1 事業の実施にあたっては、将来の運営経費の軽

減を図るとともに、施設の規模や仕様について

は、必要最小限の簡素なものとすべきである。ま

た、これに必要な「（仮称）事業費軽減検討委員

会」を設置し、事業費査定制度を導入する。 

 

 

2 事業の財源として合併特例債を見込んでいる

が、町の実質公債費比率は ２１．４％と県下ワー

スト２である。このため、町債の発行に当たって

は、公債費負担適正化計画に基づき、長期的

視野に立って計画的に運用する。 

 

Key word! 

事業費査定制度の導入 

Key word! 

公債費の縮減 

行財政改革行動指針 ∥ ⅰ 財政改革 ー 2  改革に必要な取組 
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  みなかみ町（H18）と類似団体（H17）の歳出決算数値を

目的別に比較すると図－５のようになります。なお、目的別の

決算には、各町村の産業構造が大きく反映されるため、単

純に比較できない場合もあります。 

  みなかみ町の主産業は観光業と農業であり、商工費およ

び農林水産業費は極端に高い割合を示しています。商工

費については観光事業に係る経費が全体的に多額となっ

ていること、農林水産業費については土地改良事業の償還

負担金（望郷ライン等）が多額であることが考えられます。総

務費には減債基金の積立金（333,047千円）が計上されて

おり、高い割合となっています。 

  目的別歳出については、同じ目的内でもその性質によっ

て構成比が大きく異なるため、これらを総合的に比較し、具

体的な取り組みを提案していきます。 

  なお、目的別・性質別経費の状況（クロス表）については

資料編に掲載しています。 

  目的別に改革すべき項
目に取り組む必要があり
ます。 

Key point!   

■目的別歳出 

図ー５  普通会計における決算（見込）数値比較 ～目的別歳出～ 

400% 

総務費 17.3億円 169.9% 

民生費 

20.1億円 125.0% 

衛生費 

9.6億円 132.5% 

商工費 

5.7億円 618.3% 

土木費 

14.8億円 145.7% 

教育費 

15.2億円 158.5% 

消防費 

4.8億円 148.7% 

公債費 

23.2億円 295.6% 

その他 

1.7億円 105.1% 

0% 

100% 

200% 

300% 

農林水産業費 

9.5億円 453.4% 

■類似団体の決算数値を、みなかみ町の人口規模として想定した数値を１００％として表しています。 
■みなかみ町の特殊事情である、学校組合負担金と、合併振興基金積立金は控除しています。 



 

 

 

求められる取組 目的別に改革すべき項目に取り組む  

1 総務費 

 

1 総務管理費を構成する主なものは人件費であ

り、支所機能の見直しや組織の簡素化を計画

的に実行し、職員人件費の削減を図る。 

2 民生費 

 

1 老人福祉費における扶助費、補助費、繰出金を

削減する必要がある。現在も高齢化率（６５歳以

上の人口比率）が約２９％と高く、老人措置費や

老人医療費の占める割合が高く、これらの経費

については、今後益々増加することが予測され

る。このため、保健・介護予防の施策を有効か

つ効率的に展開する。 

 

2 保育園については、月夜野地区は民営、水上と

新治地区が公営により運営されている。 

今後は、職員数の純減に伴い保育士を確保す

ることが難くなるため、統合や民営化を早急に

検討する。 

 

3 児童館については、職員の純減に対応するため

に、正規職員の常駐体制を廃止し、ＮＰＯ等民間

への委託（臨時雇用を含む）を推進する。 

 

4 社会福祉協議会への補助金や委託料が多額

であるが、住民と行政、社会福祉協議会の協

調・協働のもとで、福祉施策が効率的に実施で

きる仕組みづくりを検討する。 

Key word! 

組織の見直し等による人件
費の削減 

Key word! 

保健・介護予防の施策の効
率化 

Key word! 

保育園の統合と民営化 

Key word! 

児童館を民間に委託 

Key word! 

協調・協働による福祉施策
を実現するための仕組みづ
くり 

行財政改革行動指針 ∥ ⅰ 財政改革 ー 2  改革に必要な取組 
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3 衛生費 

 

1 清掃費において、人件費や物件費が多額となっ

ている。この要因は、合併に伴い一部事務組合

が実施していた、ごみ・し尿処理業務が町の一

般会計に承継されたためである。 

これまでにも経費削減に向けた委託料の見直

し等に取り組んでいるが、今後は人件費も含め

た施設全体の運営経費を削減するために、民

営化も視野に入れて更なる検討を進める。 

 

2 保健衛生費において、人件費や維持補修費が

多額である。組織機構の見直し等により、仕事

の効率化を図るとともに、今後の施設のあり方

や使用方法等検討する。 

4 農林水産業費 

 

1 農業費において、人件費、物件費、補助費が多額

となっている。この要因は農業が町の主産業で

あり農業関係施策を積極的に展開していること、

加えて、農業関連施設が多く、その運営に多額の

経費を要していること等である。 

したがって、組織の簡素化や職員数の削減を図

るとともに、施設の統廃合を積極的に進める。 

 

2 農地費の補助費が多額であるが、これは土地

改良助成金や望郷ライン建設に伴う負担金が

大部分であり、これらが完済するまでは削減は

不可能である。 

 

3 土地改良事業や農道整備等を積極的に実施し

ているが、全国的又は近隣の市町村の状況を

把握し、受益者の負担のあり方を検討する。 

Key word! 

ごみ・し尿処理業務の民営
化を検討 

Key word! 

農業関連施設の統廃合 

Key word! 

負担金の削減は不可能 

Key word! 

保健衛生業務の効率化と施
設機能の見直し 

Key word! 

受益者負担の見直し 



 

 

 

Key word! 

除雪の運営方法を検討 

Key word! 

町営住宅の計画的な廃止 

Key word! 

使用料で償還財源を確保 

Key word! 

事務事業の効率化を検討 

Key word! 

関係団体との連携重視 

行財政改革行動指針 ∥ ⅰ 財政改革 ー 2  改革に必要な取組 
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5 商工費 

 

1 観光費に係る人件費、物件費、補助費が多額と

なっている。この要因は、町の主要産業が観光

産業であり、観光関連施策や観光施設が多い

ためである。したがって、施設の統廃合を進める

とともに、施策の展開にあたっては、観光まちづ

くり協会等の各種団体との連携を強化しながら

情報や目標の共有化を図り、限られた予算を

効率的かつ効果的に執行する。 

 

6 土木費 

 

1 道路橋梁費が多額となっている。この要因は行

政面積が広く町道が多いこと、加えて積雪地帯

のため除雪に要する費用が多いこと等である。 

除雪については、直営方式と民間委託方式の

経費比較を検討しながら、町内それぞれの実

情にあった方式の導入を図るとともに、消雪施

設の運営にあたっても、必要最小限にとどめる

よう、その方法を検討する。 

 

2 住宅費における物件費が増加する傾向にある。 

このため、老朽化が著しい町営住宅について

は、利用者の実態を把握しながら計画的に廃止

する。 

 

3 下水道事業特別会計への繰出金が多額であ

る。当会計の主な収入は使用料であるが、今後

急激な増収は見込めない状況である。また、経

常的な支出は大部分が公債費であり、この負

担が重くなっている。このため、新たな下水道整

備事業債の活用にあたっては、投資効果等を

十分検討し、使用料で償還財源を確保できる

場合に限って発行する。 

7 教育費 

 

1 

 

教育総務費の人件費が多額である。この要因

は支所を含めた教育委員会の職員が多いため

であり、支所機能の見直しや組織機構の改革

等をとおして、職員数の削減に対応しうる事務

事業の効率化を進める。 
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  財政状況を表す指標には、財政力指数や経常収支比率

などがあります。これらの指標を他の団体と比較することは、

町の財政状況を把握するうえで大変有効です。 

7 教育費 

 

3 

 

幼稚園の人件費や物件費が多額である。この

要因は園児数に対して施設が多く非効率な運

営となっているためである。将来的に園児数の

減少が見込まれていることからも、施設の統廃

合を積極的に進める。 

 

4 学校給食費において物件費が多額となってい

る。この要因は児童・生徒に対して施設数が多

く非効率な運営となっているためである。 

現在、運営にあたっては民間委託を進め効率

化を図っているところであるが、１５歳以下の人

口が減少傾向にあることからも、統廃合も視野

に入れてさらなる民営化を進める。 

 

2 小中学校においては、耐震診断を実施し、改築

や大規模改造等が計画されている。これらの事

業には多額の財源を要することから、財政計画

との整合性を図りながら計画的に進める必要

がある。また、将来的には児童・生徒数の減少

が見込まれることから、統合による効率的な整

備についても検討するとともに、実施にあたっ

ては必要かつ簡素なものとする。 

∥その他 3 

  
類似団体 

H17 H17 H18 H27(推計） H32（推計） 

経常収支比率（％） 102.8 91.6 91.3 93.1 87.0 

実質公債費比率（％） 20.7 21.4 17.8 14.1 11.8 

財政力指数 0.47 0.48 0.50 0.45 0.70 

年度末地方債現在高（億円） 

人口一人あたり（万円） 

184.5 

76.5 

179.5 

74.5 

148.6 

76.4 

98.3 

56.0 

100.7 

31.1 

年度末積立金現在高（億円） 

人口一人あたり（万円） 

9.1 

3.8 

15.4 

6.4 

22.7 

11.7 

34.3 

19.5 

25.9 

8.0 

みなかみ町 

表 －１  財政指標の比較 

注1） 実質公債費比率については、H17欄の数値はH18、H18の欄はH19の数値になります。 
注2） 実質公債費比率や財政力指数は一般的に用いられる３カ年平均になります。 
注3)  年度末積立金現在高は、財政調整期金と減債基金の合計額となります。               

Key word! 

幼稚園の統廃合 

Key word! 

給食センターの統廃合 

Key word! 

学校施設の効率的な整備 



 

 

  計画的に町債残高の
縮減や基金造成に取り組
む必要があります。 

Key point!  

 

  町の経常収支比率は平成17年度には100％を超えてい

ます。平成18年度には大幅な改善が見られましたが、依然

として90％を超えており、類似団体と比較しても高い割合に

なっています。 

  実質公債費比率も平成17年度よりも上昇し、類似団体

数値を大幅に上回っています。償還のピークは超えています

が、今後も引き続き公債費の縮減を図る必要があり、計画

的に町債残高を縮減させなければなりません。なお、現在の

地方債残高は類似団体の約1.8倍の規模となっています。 

  一方、平成17年度の積立金現在高は類似団体の約0.５

倍でしたが、平成18年度には類似団体水準の約０．８倍ま

で回復しています。しかし、財政状況の先行きが不透明で

あり、歳入総額が大幅に減少していくことから、継続的に基

金の積み立てを行っていく必要があります。 

求められる取組 
 

Key word! 

公債費負担適正化計画の
策定 

Key word! 

合併特例債等の抑制 

Key word! 

地方債残高を１００億円以下 

計画的な町債の運用に取り組む 

1 平成１９年度の実質公債費比率は２１．２％であり、早

急に公債費の縮減を図らなければならない。 

このため、この比率を１８％以下にする公債費負担

適正化計画を策定する。 

※資料編を参照してください。 

2 合併特例債の発行限度額を、発行可能額１２５億８

千万円（建設事業１０９億３千万円、基金造成事業１６

億５千万円）の８～９割に抑制する。 

3 平成１８年度末の地方債残高は１７９億５千万円で、

類似団体と比較すると約１．８倍である。このため、

公債費が財政規模の圧縮を阻害している要因と

なっている。 

したがって、新規発行の抑制を計画的に進め、地方

交付税が一本算定となる平成３２年度までには、残

高を１００億円以下とする。 

行財政改革行動指針 ∥ ⅰ 財政改革 ー 2  改革に必要な取組 
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Key word! 

基金残高の増額 

Key word! 

合併振興基金の積み立て 

1 平成１８年度末の基金残高は約２４億であり、この内

財政調整基金と減債基金の合計残高は約１５億円

となっている。しかしながら、利息５％以上の町債５

億５千万円を平成２１年度末までに一括繰上償還す

るため、実質的な現在高は９億５千万円である。 

平成１７年度末の類似団体平均は約２６億円であり、

現在の残高をベースとして約１７億円を増額する。

（４億円は平成１９年度に増額） 

2 合併振興基金については、平成１８年度から２２年度

までの５年間、合併特例債を活用し毎年度３億円を

積み立てる。 

求められる取組 
 1 財政調整基金＋減債基金  26億円 

２ 合併振興基金  15億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

                     

                     

※平成18年度までは決算数値それ以降は推計値 

図ー６  公債費の推移 平成12～32年度 

(億円) 

(年度) 

30 

25 

20 

15 

10 

5 

0 

臨時財政対策債 

合併特例債 

繰上償還額 

その他 23.2 

1.3 

21.9 

24.9 

17.8 

2.7 

1.7 

2.7 

2１.６ 

12.8 

4.6 

4.2 
4.9 

7.2 

6.7 

18.8 
18.3 

4.0 

7.9 

6.4 



 

 

24 

行財政改革行動指針 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /Unknown

  /Description <<
    /FRA <>
    /ENU (Use these settings to create PDF documents with higher image resolution for improved printing quality. The PDF documents can be opened with Acrobat and Reader 5.0 and later.)
    /JPN <FEFF3053306e8a2d5b9a306f30019ad889e350cf5ea6753b50cf3092542b308000200050004400460020658766f830924f5c62103059308b3068304d306b4f7f75283057307e30593002537052376642306e753b8cea3092670059279650306b4fdd306430533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103057305f00200050004400460020658766f8306f0020004100630072006f0062006100740020304a30883073002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d30678868793a3067304d307e30593002>
    /DEU <>
    /PTB <>
    /DAN <>
    /NLD <>
    /ESP <>
    /SUO <>
    /ITA <>
    /NOR <>
    /SVE <>
    /KOR <FEFFd5a5c0c1b41c0020c778c1c40020d488c9c8c7440020c5bbae300020c704d5740020ace0d574c0c1b3c4c7580020c774bbf8c9c0b97c0020c0acc6a9d558c5ec00200050004400460020bb38c11cb97c0020b9ccb4e4b824ba740020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c2edc2dcc624002e0020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b9ccb4e000200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe7f6e521b5efa76840020005000440046002065876863ff0c5c065305542b66f49ad8768456fe50cf52068fa87387ff0c4ee563d09ad8625353708d2891cf30028be5002000500044004600206587686353ef4ee54f7f752800200020004100630072006f00620061007400204e0e002000520065006100640065007200200035002e00300020548c66f49ad87248672c62535f003002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d5b9a5efa7acb76840020005000440046002065874ef65305542b8f039ad876845f7150cf89e367905ea6ff0c4fbf65bc63d066075217537054c18cea3002005000440046002065874ef653ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000520065006100640065007200200035002e0030002053ca66f465b07248672c4f86958b555f3002>
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice




